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介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の職場環境要件

６の区分から３の区分
を選択し、それぞれで
一以上の取組を行うこ
と。処遇改善加算と特
定加算において、異な
る取組を行うことまでを
求めるものではないこ
と。
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介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の計画書様式（抜粋）
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平成二十七年四月から⑵の届出
の日の属する月の前月までに実施
した介護職員の処遇改善の内容
（賃金改善に関するものを除く。）及
び当該介護職員の処遇改善に要し
た費用を全ての職員に周知してい
ること。

介護職員処遇改善加算の基準（該当各サービスから一部抜粋）

届出に係る計画の期間中に実施
する介護職員の処遇改善の内容
（賃金改善に関するものを除く。）及
び当該介護職員の処遇改善に要
する費用の見込額を全ての職員に
周知していること。

旧
新

職場環境等要件に基づく取組
の実施について、当該年度にお
ける取組の実施を求めること。
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サービス提供体制強化加算
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留意事項通知

⑿ 特定事業所加算について
特定事業所加算の各算定要件については、次に定めるところによる。
① 体制要件

イ （略）
ロ 会議の定期的開催

同号イ⑵㈠の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝
達又は当該指定訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした会議」と
は、サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパーも含めて、当該事業所においてサービ
ス提供に当たる訪問介護員等のすべてが参加するものでなければならない。なお、実施
に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、サービス提供責任者ごとにいく
つかのグループ別に分かれて開催することで差し支えない。会議の開催状況については、
その概要を記録しなければならない。なお、「定期的」とは、おおむね１月に１回以上開催
されている必要がある。

また、会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可
能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保
護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため
のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵
守していること。

ハ～ホ （略）
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留意事項通知

② 人材要件
イ・ロ （略）
ハ 勤続年数要件

ａ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体的に
は、令和３年４月における勤続年数７年以上の者とは、令和３年３月31 日時点で勤続年
数が７年以上である者をいう。

ｂ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人等の
経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者
に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。

③・④ （略）
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⑴ 「常勤換算方法」
当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は32 

時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものであ
る。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、

当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複して受ける場合であって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する
場合、訪問介護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入することとなるものであること。

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47 年法律第113 号）第13 条第１項に

規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律（平成３年法律第76 号。以下「育児・介護休業法」という。）第23 条第１項、同条第３項又は同法第24 条に規定する所定
労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30 

時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱う
ことを可能とする。
⑶ 「常勤」

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る
場合は32 時間を基本とする。）に達していることをいうものである。ただし、母性健康管理措置又は育児及び介護のための所定

労働時間の短縮等の措置が講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、
例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30 時間として取り扱うことを可能とする。

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが
差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達してい
れば、常勤の要件を満たすものであることとする。例えば、１の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護
支援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、
その勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭和22 年法律第49 号）第65 条に規定する

休業（以下「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業（以下「育児休
業」という。）、同条第２号に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第23 条第２項の育児休業に関する制度に準ず
る措置又は同法第24 条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じ

て講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求められ
る資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能であること
とする。

解釈通知
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（勤務体制の確保等）
第三十条（略）
２・３ （略）
４ 指定訪問介護事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当
な範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業環境が害されることを防止するための方針
の明確化等の必要な措置を講じなければならない。

基準省令

解釈通知

(21) 勤務体制の確保等
居宅基準第30 条は、利用者に対する適切な指定訪問介護の提供を確保するため、職員の

勤務体制等について規定したものであるが、次の点に留意する必要がある。
①～③ （略）
④ 同条第４項は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

（昭和47 年法律第113 号）第11 条第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用
の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和41 年法律第132 号）第30 条の２第１項の

規定に基づき、事業主には、職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント（以
下「職場におけるハラスメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務
づけられていることを踏まえ、規定したものである。事業主が講ずべき措置の具体的内容及び
事業主が講じることが望ましい取組については、次のとおりとする。なお、セクシュアルハラスメ
ントについては、上司や同僚に限らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに
留意すること。

訪問介護の場合
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留意事項通知

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する
問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18 年厚生労働省告示第615 
号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用

管理上構ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラス
メント指針」という。）において規定されているとおりであるが、特に留意されたい内容は以下の
とおりである。

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発職場におけるハラスメントの内容及び職場
におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発す
ること。

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備相談に対
応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ
定め、労働者に周知すること。

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務については、
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律
第24 号）附則第３条の規定により読み替えられた労働施策の総合的な推進並びに労働者の
雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第30 条の２第１項の規定により、中小企業
（資本金が３億円以下又は常時使用する従業員の数が300 人以下の企業）は、令和４年４月１

日から義務化となり、それまでの間は努力義務とされているが、適切な勤務体制の確保等の
観点から、必要な措置を講じるよう努められたい。

16



留意事項通知

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）
の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①相
談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への配慮のための取組（メン
タルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人で対応させない等）及び③被害防止のた
めの取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されて
いる。介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求め
られていることから、イ（事業者が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じるにあたっ
ては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）研修のための手
引き」等を参考にした取組を行うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きについては、
以下の厚生労働省ホームページに掲載しているので参考にされたい。
（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html）

加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した介護職員に対する悩み
相談窓口設置事業や介護事業所におけるハラスメント対策推進事業を実施している場合、事
業主が行う各種研修の費用等について助成等を行っていることから、事業主はこれからの活
用も含め、介護事業所におけるハラスメント対策を推進することが望ましい。

17



・「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」
・「（管理職・職員向け）研修のための手引き」

こちらの厚生労働省ホームページに掲載されています。
（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html）
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五 指定介護福祉施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
イ（略）
ロ 夜勤職員配置加算(Ⅰ)イ若しくはロ、夜勤職員配置加算(Ⅱ)イ若しくはロ、夜勤職員配置

加算(Ⅲ)イ若しくはロ又は夜勤職員配置加算(Ⅳ)イ若しくはロを算定すべき指定介護福祉
施設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
⑴ 夜勤職員配置加算(Ⅰ)イを算定すべき指定介護福祉施設サービスの夜勤を行う職員の

勤務条件に関する基準
㈠・㈡（略）
㈢ 夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、第一号ロ⑴に規定する夜勤を行う介護職

員又は看護職員の数に一を加えた数以上であること。ただし、次のａ又はｂに掲げる場
合は、当該ａ又はｂに定める数以上であること。
ａ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合第一号ロ⑴に規定する夜勤を行う介

護職員又は看護職員の数に十分の九を加えた数
ⅰ見守り機器を、当該指定介護老人福祉施設の入所者の数の十分の一以上の数設置

していること。
ⅱ見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、必要な検討等が行

われていること。
ｂ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合第一号ロ⑴に規定する夜勤を行う介

護職員又は看護職員の数に十分の六を加えた数（第一号ロ⑴㈠ｆの規定に基づき夜
勤を行う介護職員又は看護職員を配置している場合にあっては、第一号ロ⑴に規定す
る夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に十分の八を加えた数）

報酬告示 特養の場合
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ⅰ夜勤時間帯を通じて、見守り機器を当該指定介護老人福祉施設の入所者の数以上
設置していること。
ⅱ夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が、情報通信機器を

使用し、職員同士の連携促進が図られていること。
ⅲ見守り機器等を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減

に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見守り機器等を安全かつ有効に活用するた
めの委員会を設置し、介護職員、看護職員その他の職種の者と共同して、当該委員
会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
⑴ 夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする入所者への訪問及び当該

入所者に対する適切なケア等による入所者の安全及びケアの質の確保
⑵ 夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
⑶ 見守り機器等の定期的な点検
⑷ 見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修

⑵ （略）
⑶ 夜勤職員配置加算イを算定すべき指定介護福祉施設サービスの夜勤を行う職員の勤

務条件に関する基準
㈠・㈡（略）
㈢夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、第一号ロ⑵に規定する夜勤を行う介護職

員又は看護職員の数に一を加えた数以上であること。ただし、次のａ又はｂに掲げる場
合は、当該ａ又はｂに定める数以上であること。

報酬告示
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ａ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合第一号ロ⑵に規定する夜勤を行う介
護職員又は看護職員の数に十分の九を加えた数ⅰ見守り機器を、当該指定介護老
人福祉施設の入所者の数の十分の一以上の数設置していること。
ⅱ見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、必要な検討等が行

われていること。
ｂ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合第一号ロ⑵に規定する夜勤を行う介

護職員又は看護職員の数に十分の六を加えた数
ⅰ夜勤時間帯を通じて、見守り機器を当該指定介護老人福祉施設の入所者の数以

上設置していること。
ⅱ夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が、情報通信機器

を使用し、職員同士の連携促進が図られていること。
ⅲ見守り機器等を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽

減に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見守り機器等を安全かつ有効に活用す
るための委員会を設置し、介護職員、看護職員その他の職種の者と共同して、当該
委員会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
⑴ 夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする入所者への訪問及び当

該入所者に対する適切なケア等による入所者の安全及びケアの質の確保
⑵ 夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
⑶ 見守り機器等の定期的な点検
⑷ 見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修

⑷～⑻ （略）

報酬告示
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四十一 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における日常生活継続支援加
算に係る施設基準
イ 日常生活継続支援加算(Ⅰ)を算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の施設基準
⑴・⑵ （略）
⑶ 介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入所者の数が六又はその端数を増すごとに一以

上であること。ただし、次に掲げる規定のいずれにも適合する場合は、介護福祉士の数が、
常勤換算方法で、入所者の数が七又はその端数を増すごとに一以上であること。
ａ 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器（以下「介護機器」とい

う。）を複数種類使用していること。
ｂ 介護機器の使用に当たり、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が

共同して、アセスメント（入所者の心身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むことがで
きるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。）及び入所者の身体の状
況等の評価を行い、職員の配置の状況等の見直しを行っていること。

ｃ 介護機器を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する
次に掲げる事項を実施し、かつ、介護機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設

報酬告示
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置し、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者と共同して、当該委員会
において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
ⅰ入所者の安全及びケアの質の確保
ⅱ職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
ⅲ介護機器の定期的な点検
ⅳ介護機器を安全かつ有効に活用するための職員研修

⑷ （略）
ロ 日常生活継続支援加算(Ⅱ)を算定すべき指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の施設基準
⑴ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費又は経過的ユニット型経過

的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定していること。
⑵ （略）

報酬告示
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（別紙１６－２）
令和　　年　　月　　日

① 人

② 人 →

③ 人 →

④ 人

⑤ 人 →

介護福祉士の割合

　常勤換算 人 →

テクノロジーの導入による日常生活継続支援加算に関する届出書

1　事 業 所 名

2　異 動 区 分 　1　新規　2　変更　3　終了

3　施 設 種 別 1　介護老人福祉施設　2　地域密着型介護老人福祉施設

4　届 出 項 目 　1　日常生活継続支援加算（Ⅰ）　2　日常生活継続支援加算（Ⅱ）

　5　入所者の
      状況及び介護
      福祉士の状況

入所者の状況
（下表については①を記載した場合は②若しくは③のいずれかを、④を記載した場
合は⑤を必ず記載すること。）

前６月又は前12月の新規新規入所者の総数

①のうち入所した日の要介護状態区分が要介護４又は
要介護５の者の数

①に占める②
の割合が７
０％以上

有・無

①のうち入所した日の日常生活自立度がランクⅢ、Ⅳ
又はⅤに該当する者の数

①に占める③
の割合が６
５％以上

有・無

入所者総数

①のうち社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１条
各号に掲げる行為を必要とする者の数

④に占める
⑤の割合が
１５％以上

有・無

介護福祉士数

介護福祉士
数：入所者
数が１：７
以上

有・無

届出様式（案）

26



以下の①から④の取組をすべて実施していること。

① テクノロジーを搭載した機器について、少なくとも以下のⅰ～ⅲの項目の機器を使用

　ⅰ 入所者全員に見守り機器を使用

　ⅱ 職員全員がインカムを使用

　ⅲ 介護記録ソフト、スマートフォン等のICTを使用

　ⅳ 移乗支援機器を使用

　（導入機器）

　ⅰ 利用者の安全やケアの質の確保、職員の負担を軽減するための委員会を設置

　ⅱ 職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件への配慮

　ⅲ 機器の不具合の定期チェックの実施（メーカーとの連携を含む）

　ⅳ 職員に対するテクノロジー活用に関する教育の実施

③ ②のⅰの委員会で安全体制やケアの質の確保、職員の負担軽減が図られていることを確認

④ ケアのアセスメント評価や人員体制の見直しをPDCAサイクルによって継続して実施

有・無

有・無

名　称

製造事業者

用　途
② 利用者の安全やケアの質の確保、職員の負担の軽減を図るため、以下のすべての項
目に
　ついて、テクノロジー導入後、少なくとも３か月以上実施

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

備考１　要件を満たすことが分かる議事概要を提出すること。このほか要件を満たすことがわかる根拠書類
を
　　　　準備し、必要に応じて提出すること。

備考２　５①で前６月（前12月）の新規入所者の総数を用いる場合、②及び③については、当該前６月
　　　　（前12月）の新規入所者の総数に占めるそれぞれの要件に該当する者の数を記載すること。

備考３　６②ⅰの委員会には、介護福祉士をはじめ実際にケア等を行う多職種の職員が参画すること。

　6　テクノロ
　　ジーの使用
　　状況

有・無

有・無

届出様式（案）
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留意事項通知

⑯ 情報通信機器を用いた服薬指導
ア 医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ002 に掲げる在宅時医学総合管理料に規定する訪問

診療の実施により処方箋が交付された利用者であって、居宅療養管理指導費が月１回算
定されているものに対して、情報通信機器を用いた服薬指導（居宅療養管理指導と同日に
行う場合を除く。）を行った場合に、ハ注１の規定にかかわらず、月１回に限り算定する。こ
の場合において、ハの注３、注４、注５及び注６に規定する加算は算定できない。

イ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和
36 年厚生省令第１号）及び関連通知に沿って実施すること。

ウ 情報通信機器を用いた服薬指導は、当該薬局内において行うこと。
エ 利用者の同意を得た上で、対面による服薬指導と情報通信機器を用いた服薬指導を組み

合わせた服薬指導計画を作成し、当該計画に基づき情報通信機器を用いた服薬指導を実
施すること。

オ 情報通信機器を用いた服薬指導を行う薬剤師は、原則として同一の者であること。ただし、
次のａ及びｂをいずれも満たしている場合に限り、やむを得ない事由により同一の薬剤師が
対応できないときに当該薬局に勤務する他の薬剤師が情報通信機器を用いた服薬指導を
行っても差し支えない。
ａ 当該薬局に勤務する他の薬剤師（あらかじめ対面による服薬指導を実施したことがある２

名までの薬剤師に限る。）の氏名を服薬指導計画に記載していること。
ｂ 当該他の薬剤師が情報通信機器を用いた服薬指導を行うことについて、あらかじめ利用

者の同意を得ていること。
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留意事項通知

カ 当該居宅療養管理指導の指示を行った医師に対して、情報通信機器を用いた服薬指導
の結果について必要な情報提供を文書で行うこと。

キ 利用者の薬剤服用歴を経時的に把握するため、原則として、手帳により薬剤服用歴及び
服用中の医薬品等について確認すること。また、利用者が服用中の医薬品等について、利
用者を含めた関係者が一元的、継続的に確認できるよう必要な情報を手帳に添付又は記
載すること。

ク 薬剤を利用者宅に配送する場合は、その受領の確認を行うこと。
ケ 当該服薬指導を行う際の情報通信機器の運用に要する費用及び医薬品等を利用者に配

送する際に要する費用は、療養の給付と直接関係ないサービス等の費用として、社会通念
上妥当な額の実費を別途徴収できる。
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解釈通知

第５ 雑則
１ 電磁的記録について

居宅基準第217 条第１項及び予防基準第293 条第１項は、指定居宅サービス事業者及び指定居
宅サービスの提供に当たる者（以下「事業者等」という。）の書面の保存等に係る負担の軽減を図る
ため、事業者等は、この省令で規定する書面（被保険者証に関するものを除く。）の作成、保存等を
次に掲げる電磁的記録により行うことができることとしたものである。
⑴ 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する

方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によること。
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解釈通知

⑵ 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。
① 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気

ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法
② 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録を事業者等の使

用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより
保存する方法

⑶ その他、居宅基準第217 条第１項及び予防基準第293 条第１項において電磁的記録により行う
ことができるとされているものは、⑴及び⑵に準じた方法によること。

⑷ また、電磁的記録により行う場合は、「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱
のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

２ 電磁的方法について
居宅基準第217 条第２項及び予防基準第293 条第２項は、利用者及びその家族等（以下「利用者

等」という。）の利便性向上並びに事業者等の業務負担軽減等の観点から、事業者等は、書面で行う
ことが規定されている又は想定される交付等（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類するも
のをいう。）について、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法によることができ
ることとしたものである。

⑴ 電磁的方法による交付は、居宅基準第８条第２項から第６項まで及び予防基準第49条の２第２
項から第６項までの規定に準じた方法によること。

⑵ 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合等
が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19 日内閣府・法務省・経済産業
省）」を参考にすること。
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解釈通知

⑶ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面に
おける署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいこと。なお、「押印につ
いてのＱ＆Ａ（令和２年６月19 日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。

⑷ その他、居宅基準第217 条第２項及び予防基準第293 条第２項において電磁的方法によること
ができるとされているものは、⑴から⑶までに準じた方法によること。ただし、居宅基準若しくは予
防基準又はこの通知の規定により電磁的方法の定めがあるものについては、当該定めに従うこ
と。

⑸ また、電磁的方法による場合は、「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱のた
めのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
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押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19 日内閣府・法務省・経済産業省）
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解釈通知

(33) 記録の整備
居宅基準第39 条第２項は、指定訪問介護事業者が同項各号に規定する記録を整備し、２年間

保存しなければならないこととしたものである。

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の解約・解除、他の施設へ
の入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を指すものと
する。
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【出典】
・ 報酬告示：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「報酬告示の改正案」
・ 留意事項通知：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者

保健福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「報酬告示に関する通知案」
・ 解釈通知：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「基準省令に関する通知案」
・ 基準省令：各介護サービスの人員、設備及び運営に関する基準

※ なお、本資料中、上記出典からの転記部分について、複数のサービスに係る加算については、該当
するサービス種別から、主なもののみを抜粋して引用しているので、御留意願います。
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